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2001年に策定されたミレニアム開発目標（Millennium Development Goals : MDGs）の















本論文ではソーシャル・ファイナンスの動向、特に SRI から ESG への展開に焦
点をあてて検討する。全体の構成は次の通りである。まず、定義も含めてソーシャ





























































表 1 に示す SRI では倫理性や社会性を考慮し投資対象を決めるため、投資対象
は上場企業の株式であり、資金がどの事業に使われるのかは企業に任されており間
接投資である。これに対して、測定可能なインパクトを生み出す社会的事業への直




























成されたとの観点から次のように 4 つの時期に分けて SRI の歴史を示している。




























































国連・事務総長は1999年、人権、労働、環境の 3 つの領域における 9 原則（その
後、腐敗防止を追加し10原則）からなる企業行動原則（グルーバル・コンパクト）を提
唱した。さらに、国連では2006年に ESG 課題に対応するべきとして投資責任原則
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表 4 SRI から ESG 投資への展開








































1980年代 アメリカ・ヨーロッパ ファンドの種類拡大 スクリーニング
1984年 イギリス 倫理ファンド スクリーニング
1990年代 ヨーロッパ エコ・エフィシェンシー・ファンド スクリーニング
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日本においては2015年 9 月に GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）が PRI に署


































































ESG 投資の拡大とともに ESG 情報の開示を求める動きも活発になっている。


























2009年 5,455 5,467 10,922
2010年 4,874 6,957 11,831
2011年 5,182 5,000 7,168 17,350 660
2012年 6,931 6,755 13,686
2013年 6,986 6,986 685
2014年 7,409 7,103 14,512 996

























































1 ） 持続可能な開発目標（SDGs : Sustainable Development Goals）はミレニアム開発目











4 ） 金融庁において2013年 8 月有識者検討会が設置され「責任ある機関投資家の諸原則」
として「日本版スチュワードシップ・コード」が策定された。
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（2017：96）では次のように区別している。
対比── Aと B は同じ重み















1 名・分類・定義、2 存在・位置、3 存在・数量、4 移動、5 変化、
6 過程・推移・経過、7 時の表現、8 要求・依頼・命令、9 希望・願望、
⓾ 意志、⓫ 申し出・勧め・誘い、⓬ 類似・比況・比喩、⓭ 比較、⓮ 程度、
⓯ 対比、⓰ 伝聞、⓱ 予想・予感・徴候、⓲ 予想・期待の実現と非実現、



















































































ブルーム 知識 理解、応用、分析、総合 評価
ギルフォード 認知、記憶 拡散、収束、 評価
























































































































































































































































































































































































企 業 の 反 対 ➡ ➡未完成の法律 効果が不十分
─ ─56
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注
1 ） 「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する有識者会議（第 1 回）」




















































































































































































































































































































2010）や『機械との競争』（Brynjolfsson and McAfee 2011）でデジタル技術失業が論
じられている。




































































































































よび「AI やロボット等に代替されうる仕事」の 4 つに分類されている。「AI やロ
ボット等を創り、新たなビジネスのトレンドを創出する仕事」の例として、グロー
バル企業の経営戦略策定、トップレベルのデータサイエンティスト・研究開発等、


































































































































































しているのがダベンポートとカービー（Davenport and Julia 2016）である。
ダベンポートとカービーは、まず「行動を起こすべき兆候」、「知識労働者が自動
化への道をたどっている証拠」として次の「不安を感じるべき10の理由」をあげて































を支援する新しいシステムやテクノロジーを開発する。」（Davenport and Kirby 
─ ─74





も、コンピュータが、見事にこなしてくれるからだ」（Davenport and Kirby 2016：84
訳123）との現状認識のもとに次のように 5 つのステップの役割を説いている



















































































































羽生氏によれば、AI 将棋と人間の将棋には 2 つの点で大きな違いがある。人間















































































ーズン 5 ・第 5 話（2017年11月 9 日放送、テレビ朝日）である。AI をテーマとした話
であった。その AI に関して 2 つの気になる点があった。 1 つは、棋士と AI との
対局があるが、最早、人間は AI に勝てないのだからワンテンポ遅れた感じがし





























































＊ウェブサイト最終閲覧日 2018年 4 月 8 日
1 ） Ricardo 1951：395訳（下）293
2 ） Hume 2000：2.3. 3. 40
3 ） 第24巻は2018年に刊行された。坂本（2017b：34-35）は第24巻に収録された部分を
創価大学公式サイトより引用している。











9 ） 将棋電王戦は2017年 5 月20日に終了した。プロ棋士の惨敗であった。さしあたって日
本将棋連盟（2017）、山村英樹（2017）参照。
10） 「人間の知能の正体を探究」して「人間の知能と同じような AI を作る」（羽生・山中
2018：92）という「強い AI」論には小論は立ち入らない。
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構造審議会 中間整理 平成28年 4 月27日」 http://www.meti.go.jp/committee/sanko
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『AERA』（2018年 4 月23日号）「AI 面接拡大で学生に好機」
『朝日新聞』（2018年 1 月 7 日）「広がるAI 期待とリスク」
『朝日新聞』（2018年 2 月28日）「キーボード使えない若者 新たな情報弱者」
『朝日新聞』（2018年 3 月 6 日）












































































［仮定 1 ］ 各部門のバランス・シートは、表 1 のように表される。
表 1 の詳細については、以下の諸仮定に順次記載する。
［仮定 2 ］ 政府は、債券（国債）の発行（BgS）によって純資産（Wg）を上回る
実物資産（Kg）を形成している。





                                  政府 中央銀行     銀行   企業 家計  
資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債 資産 負債 
現金    𝐶𝐶𝐶𝐶𝑆𝑆   𝑐𝑐𝑐𝑐𝐷𝐷𝑓𝑓
𝑑𝑑   𝑐𝑐𝑐𝑐𝐷𝐷ℎ
𝑑𝑑  (0) 
中央銀行当座預金    𝑅𝑅𝑆𝑆 β𝐷𝐷𝑏𝑏
𝑑𝑑        (𝑖𝑖?̅?𝑅) 
 
預金    (Ⅰ) 
(Ⅱ) 














中央銀行貸出   𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶   𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶      (𝑖𝑖?̅?𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶) 
コールローン     𝐶𝐶𝐶𝐶 𝐶𝐶𝐶𝐶     𝑖𝑖𝐶𝐶 
貸出     𝐶𝐶𝑆𝑆   𝐶𝐶𝑓𝑓
𝑑𝑑   𝑖𝑖𝐶𝐶 
債券  𝐶𝐶𝑔𝑔
𝑠𝑠 𝐶𝐶𝑐𝑐
𝑑𝑑   𝐶𝐶𝑏𝑏
𝑑𝑑    𝐶𝐶𝑓𝑓
𝑠𝑠 𝐶𝐶ℎ
𝑑𝑑   𝑖𝑖𝐶𝐶 































𝑑𝑑：家計の債券需要、 𝑖𝑖𝐶𝐶:債券金利   
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［仮定 4 ］ 銀行は、資金調達手段として、預金（Dbd）、中央銀行借入れ（CBB）
とコールマネー（CM）を運用手段として、中央銀行当座預金（βDbs）、
コールローン（CL）、貸出（LS）と債券需要（Bbd）の機会を持つ。
［仮定 5 ］ 銀行は、n 行存在し、同質的である。また、銀行は、競争的環境の下
で、利潤最大化行動を行っている。





［仮定 7 ］ 企業は、競争的環境の下で、意思決定を行っている。
［仮定 8 ］ 家計は、純資産（Wh）を原資として、現金（ccDhd）、預金（Dhd）と
債券（Bhd）を保有している。また、家計は、住宅投資を行わず実物資
産を持たない。
［仮定 9 ］ 家計は、競争的環境の下で、意思決定を行っている。
仮定 6 で 2 種類の企業を想定しているのは、貸出と債券の不完全代替性を扱うた


















































































































































銀行の最適化行動 銀行 k（k=1, 2, …, n）は、所要準備率、中央銀行当座預金
金利、預金金利、中央銀行貸出金利、コールレート、貸出金利、債券金利を所与と
して利潤最大化行動を行う。銀行 k の利潤（πk）と制約条件は次のように表される。
πk= ı¯RβDbkd + iCCLk+［ iLLks－CL（Lks）］+［ iBBbkd －CB（Bbkd ）］












πk=［ iC－ iD－β（ iC－ ı¯R）］Dbkd －CD（Dbkd ）+（ iC－ ı¯CBL）
CBL
n
 +［（ iL－ iC）Lks－CL（Lks）］+［（ iB－ iC）Bbkd －CB（Bbkd ）］
右辺の第 1 項は預金調達による利潤、第 2 項は中央銀行借入れによる利潤（一







πk（Dbkd , Lks, Bbkd ; β, ı¯R, iD, ı¯CBL, iC, iL, iB）
If iD> iC－β（ iC－ ı¯R）－cD	 → Dbkd = 0
 iD= iC－β（ iC－ ı¯R）－cD → Dbkd は不定
 iD< iC－β（ iC－ ı¯R）－cD → Dbkd =∞
If iL> iC+cL → Lks=∞
 iL= iC+cL → Lks は不定
 iL< iC+cL → Lks= 0
If iB> iC+cB → Bbkd =∞
 iB= iC+cB → Bbkd は不定












d=（cc（iD）+1）Dfsd（iD, iL, y）+Kfs－1+ Ifs（iL）
Bf
s=（cc（iD）+1）Df ld（iD, iB, y）+Kfl－1+ Ifl（iB）
右辺の第 1 項 Dfsd（∙）と Df ld（∙）は、「借り手企業」と「債券発行企業」の預金需要
を示している。Dfsd（∙）+Df ld（∙）=Dfd（∙）である。第 2 項 Kfs－1 と Kfl－1 は、前期末時
点の「借り手企業」と「債券発行企業」の実物資産を示している。毎期の企業貯蓄
をゼロとしているので、これらは前期末までの企業の資金不足の累積額に相当して
いる。Kfs－1+Kfl－1 =Kf－1 である。第 3 項 Ifs（∙）と Ifl（∙）は、「借り手企業」と「債





d=Wh－1 +Sh（y, T, C0, Wh－1）－（cc（iD）+1）Dhd（iD, iB, y, Wh－1 +Sh（∙））
一般均衡 銀行は同質的なので、銀行 k と他のすべての銀行は同じ選択をすると
考えられる。銀行数 n のもとで、銀行の中央銀行当座預金需要は βDbd（≡nβDbkd ）、







なので、iB> iC+cB のとき債券の市場需要は無限大となり、債券金利は iB= iC+cB
となる。加えて、Dd（iD, iL, iB, y, Wh－1+Sh（∙））≡Dfsd（iD, iL, y）+Df ld（iD, iB, y）+Dhd
（iD, iB, y, Wh－1+Sh（∙））である。
一般均衡では、次の条件式が同時に成立する。
現金市場 CCs≡cc（iD）Dd（iD, iL, iB, y, Wh－1+Sh（∙））
中央銀行当座預金市場 Rs≡CBL+Bcd－CCs=βDbd （ ı¯R< iC）
預金市場（Ⅰ）  Dbs=Dd（iD, iL, iB, y, Wh－1+Sh（∙））
預金市場（Ⅱ）  Dbs≡Ds=Dbd
iD= iC－β（iC－ ı¯R）－cD
中央銀行貸出市場 CBL=CBB （ ı¯CBL≤ iC）
コール市場 CL－CM≡CBB+Dbd－βDbd－Ls－Bbd= 0




債券市場 B sg－1+G－T+［（cc（iD）+1）Df ld（iD, iB, y）+Kfl－1+Ifl（iB）］
=Bcd+Bbd+［Wh－1+Sh（∙）－（cc（iD）+1）Dhd（iD, iB, y, Wh－1+Sh（∙））］
iB= iC+cB
財市場 Sh（y, T, C0, Wh－1）+T= If（iL, iB）+G














































以上を踏まえて、一般均衡の条件式を整理したものが（ 2 － 1 －a）、（ 2 － 2 －a）、
（ 2 － 3 －a）、（ 2 － 3 －b）、（ 2 － 4 －a）、（ 2 － 4 －b）、（ 2 － 5 －a）、（ 2 － 5 －b）式である。
─ ─112
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（ 2 － 1 －a） Sh（y, T, C0, Wh－1）+T= If（iL, iB）+G …IS 曲線
（ 2 － 2 －a） CBL+Bcd=（cc（iD）+β）Dd（iD, iL, iB, y, Wh－1+Sh（∙）） …LM 曲線
（ 2 － 3 －a） iD= iC－β（iC－ ı¯R）－cD …預金金利決定式 （預金（Ⅱ）需要関数）




（ 2 － 4 －a） iL= iC+cL …貸出金利決定式（貸出供給関数）
（ 2 － 4 －b） Ld=（cc（iD）+1）Dfsd（iD, iL, y）+Kfs－1+ Ifs（iL） （貸出需要関数）
（ 2 － 5 －a） iB= iC+cB …債券金利決定式
（ 2 － 5 －b） B sg－1+G－T+［（cc（iD）+1）Df ld（iD, iB, y）+Kfl－1+ Ifl（iB）］
 =Bcd+Bbd+［Wh－1+Sh（∙）－（cc（iD）+1）Dhd（iD, iB, y, Wh－1+Sh（∙））］
（債券市場均衡式）
（ 2 － 1 －a）式は財市場の均衡式、（ 2 － 2 －a）式は貨幣（ハイパワードマネー）
市場の均衡式である。これらは、（ 2 － 3 －a）、（ 2 － 4 －a）、（ 2 － 5 －a）式を用いる
と、（ 2 － 1 －b）と（ 2 － 2 －b）式のように表すことができる7）。
（ 2 － 1 －b） Sh（y, T, C0, Wh－1）+T= If（iL［iC］, iB［iC］）+G
（ 2 － 2 －b） CBL+Bcd=（cc（iD［iC］）+β）Dd（iD［iC］, iL［iC］, iB［iC］, y, Wh－1+Sh（∙））
（ 2 － 1 －b）と（ 2 － 2 －b）式を、実質 GDPとコールレートの平面上に描いたも
のが、図 1 の IS 曲線と LM 曲線である8）。
3 ．考察
第 3 節では、モデルの含意について若干の考察を行う。




（ 2 － 2 －b）、（ 2 － 3 －a）、（ 2 － 4 －a）と（ 2 － 5 －a）式から、LM 曲線の傾きは
（ 3 － 1 ）式で表すことができる。




























































っても表現できる。この点を確認するために、（ 3 － 1 ）式を整理し直したものが
（ 3 － 1 ʼ）式である。












































して、（ 2 － 2 －b）と（ 2 － 3 －a）式を、（ 2 － 2 －bʼ）と（ 2 － 3 －aʼ）式に置き換え
てみたい
（ 2 － 2 －bʼ）CBL+Bcd=（cc（ ı¯D）+β）Dd（ ı¯D, iL［iC］, iB［iC］, y, Wh－1+Sh（∙））
（ 2 － 3 －aʼ）iD= ı¯D
ı¯D は実効的な上限金利である。（ 2 － 2 －bʼ）、（ 2 － 3 －aʼ）、（ 2 － 4 －a）と（ 2 － 5
－a）式から、（実質 GDP 不変のもとで）上限金利の変更がコールレートに及ぼす
効果は、（ 3 － 2 ）式で表すことができる。
































き、一般均衡がどのような影響を受けるかについては、（ 2 － 1 －b）、（ 2 － 2 －b）、
（ 2 － 3 －b）、（ 2 － 4 －a）、（ 2 － 5 －a）式からただちに確認できる。
貸出の限界業務費用（cL）が低下するとき、コールレートが不変であれば貸出金
利は低下する。このとき、借り手企業の投資、現金需要と預金需要は増大するの
で、IS 曲線と LM 曲線はともに上方にシフトする。その結果、コールレートは上
昇し、債券金利も上昇する。一方、貸出の限界業務費用（cL）が上昇するときに



































（ 2 － 1 －bʼ）と（ 2 － 2 －bʼ）式で表される。
（ 2 － 1 －b’）Sh（y＋1, T,	C0, Wh）+T= If（iL［iC＋1］, iB［iC＋1］）+G
（ 2 － 2 －b’）CBL+Bcd
=（cc（iD［iC＋1）］）+β）Dd（iD［iC＋1］, iL［iC＋1］, iB［iC＋1］, y＋1, Wh+Sh（∙））
なお、y＋1 は来期の実質 GDP、iC＋1 は来期のコールレ─トを表している。また、
今期の家計純金融資産（Wh=Wh－1+Sh（∙））が、来期から見た前期の家計純金融資
産になることに注意が必要である。
























































4 ） 消費関数を C=c（y－T）+C0+ω（Wh－1+Sh（∙））（C：消費、c：限界消費性向、ω：家
計純資産 1 単位の増大が生み出す消費）とすると、貯蓄関数は次のようになる。
 Sh=y－T－C
  =y－T－ c（y－T）+C0+ω（Wh－1+Sh（∙））
  =（1－c）（y－T）－C0－ωWh－1 －ωSh（∙）
  =（1－ω）（1－c）（y－T）－C0－ωWh－1 +ω2Sh（∙）
  =（1－ω+ω2）（1－c）（y－T）－C0－ωWh－1 －ω3Sh（∙）
  =（1－ω+ω2－ω3+⋯）（1－c）（y－T）－C0－ωWh－1 +（－ω）∞Sh（∙）





   = iC－ iD－β（iC－ ı¯R）－cD
   = iL－ iC－cL
   = iB－ iC－cB
7 ） （ 2 － 1 －b）と（ 2 － 2 －b）式を、実質 GDPと債券金利の関係で表現することも、（ 2
－ 5 －a）式を用いると容易にできる。
















β）で反映されることに注意が必要である（∵ = = 1 , = 1 －β）。
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官 Drenkmann の殺害、75年 2 月の Lorenz 議員の誘拐、同年 5 月の在ストックホ
ルム・ドイツ大使館の襲撃、77年 4 月の検事総長 Buback の殺害、同年 7 月の銀行














1975年 3 月のノルトライン = ヴェストファーレン州政府法案は、過激派組織対策





















わらず、これまで 4 ケ月以上も前のベルリンの裁判長 Drenkmann の射殺犯や
Lorenz 議員の誘拐犯人を探り出し、逮捕することに成功していない。このことは、




























































































じて刑を減軽する可能性をも提供する。また、検察官が刑訴法第153条 b 第 1 項
により処置しようとするときに、裁判所の同意を得たうえでしか捜査手続の打切
りに関する拘束力を有する約束をなしえないということも、法政策的に望ましい
ように思われる。それ故に、本法案は、刑訴法第153条 c 第 2 項17）若しくは第
153条 d に比肩しうる規定を提案することをしていない」18）としている。
さらに、同理由書は、刑の減軽と免除につき「無期自由刑の定められている犯
罪にあっては、自由刑の減軽は、刑法49条 1 項 1 号によってのみ可能である。従
って、本来科せらるべき無期自由刑が減軽されるときには、行為の重大性によ
り、 3 年を下回ってはならない。これに対して、他の刑罰は、刑法第49条第 2
項19）により減軽されうる。一方において、無期自由刑に適用される刑法第49条
第 1 項第 1 号による減軽の可能性と、他方において、他の刑罰に適用される刑法
─ ─126






















れる際に法文化は見送られた。また、第 1 号、第 2 号は、第129条第 6 項の規定












「⑴ 手続が麻薬法第11条第 1 項乃至第 3 項の犯罪を対象とする場合に、検察官
は、行為者が行為後に麻薬法第11条第 4 項の意味での特に重大な事件の摘発また
は訴追に寄与したときには、行為者の行為に対する訴追を見送ることができる。


















第153条 d 、第154条 c に有している。法案において予定された153条 f は、一方に
おいて微量の自己使用のみに関する麻薬法第11条第 5 項の規定よりも広い犯罪領域
に関するものであるが、他方において、行為による悔悟を前提としている。また、
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b 第 1 号に次のような規定が置かれた26）。
「裁判所は、次の場合には、その裁量により刑を減軽し（刑法第49条第 2 項）、また

































7 月28日の麻薬法31）（Gesetz zur Neuordnung des Betäubungsmittelrechts）第31条第 1
号にほぼそのまま受け継がれ、次のような規定となった。
「裁判所は、次の場合には、その裁量により刑を減軽し（刑法第49条第 2 項）、また































































































































































3 ） Bundesratsdrucksache（以下 BR-Drと略）176/75.
4 ） BR-Dr.176/75.











9 ） BR-Dr.176/75, S. l f.






11） これは、刑訴法153条 d に関するものであり、同条 1 項は「連邦検事総長は、裁判所





12） これは、刑訴法153条 e 第 1 項後段に関するものであるが、因に第 1 項は「裁判所構

















17） 刑訴法153条 c 第 2 項は「検察官は、本法の適用地域内の犯罪であっても、地域外に
─ ─134









21） BT-Dr.7/4005, S.4. この規定と関連して、刑訴法153条 b に第 3 項として「裁判所が刑
法129条 a 第 5 項、第 6 項により刑を免除しうる要件が存するときには、第 1 項及び第
2 項による検察官の権限は、連邦検事総長に専属する」旨の規定を設けることが提案さ
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46） 当時の賛成論として少数ながら、Gunter Hertweck,Prozessualer Flankenschutz für 
das Betäubungsmittelgesetz,Kriminalistik1972, S.267 がある。また、テロ対策のために
王冠証人を導入する試みに、裁判官連合（Richterbund）は賛意を表し（ZRP1976, 
S.124）、さらに麻薬法31条が成立をみるについては、刑事警察の強い働きかけがあった
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務総務省（Ministerio de Hacienda y Función Pública）所管の国立行政研究所（Ins-
tituto Nacional de Administraciones Públicas）において、行政機関におけるサービ
スのアウトソーシング研究調査プロジェクト（la externalización de los servicios 
en la Administración Pública）主任研究員、雇用社会保障省（Ministerio de Empleo 
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ョン政策プロジェクト（Proyecto sobre Políticas de Empleo, Igualdad e Inclusión 
Social）主任研究員、国家機関の年金研究チーム（Grupo de Estudios Nacional so-
bre Pensiones）メンバー、さらに地域雇用問題に関する国際プロジェクト（Pro-






高齢者、障がい者を中心に─』（LAS POLÍTICAS DE EMPLEO EN EL ÁMBI︲
TO LOCAL）（プロジェクト長：フアン・カルロス・アルバレス・コルテス（Juan 
Carlos Álvarez Cortés）、企画コーディネーター：フランシスコ・ビラ・ティエルノ、
マラガ社会問題研究調査研究会（Asociación M. Estudios e Investigaciones Sociales: 
AMEIS）、2017年）を出版し、この成果物の中に訳者も「日本の雇用政策立法の

























る。突如として、それまで無限に資金調達や財源の創設（fuentes infinitas de finan-
ciación y de creación de recursos）が可能と思われていた行政機関（Administraciones 
Públicas）が窮乏または破産の状態に追い込まれている。この状態は、まさにこう
した行政機関がサービス提供するはずの国民が現在置かれている状態と同じであ























de planificación y control）から生じた深刻な経済危機の中で発生した数々の贈収賄や市町村
議会のスキャンダルで立証されている）。加えて、赤字水準はすでに容認できない程度
に達しており、また資金調達は最高限度に膨れ上がった利率のために不可能な状態





























いわゆる「市民の欧州」（Europa de los ciudadanos）の枠組みにおいて、すなわ
ち、厳密な意味での経済的利益（intereses económicos）を超えて「社会的であるこ
と」（lo Social）が極めて重要とされる欧州では、雇用不足が深刻な状態であること

















このことは、社会福祉政策（políticas de Bienestar Social）を優先する労働関係制度







































にスペイン雇用法（Ley de Empleo） 4 条「雇用政策に関する地方の次元」（dimensión 












行する権限（competencias de ejecución de la legislación laboral del Estado）、第 2 に国の
経済政策の定める目的内での経済発展の促進（fomento del desarrollo económico den-
tro de los objetivos marcados por la política económica nacional）、そして第 3 に経済活動
の発展および遂行に関するより広範な権限に含められた雇用を促進させる権限
（competencias en fomento de empleo incluida en la más amplia competencia sobre desarro-
llo y ejecución de la actividad económica）となっている7）。また、前述した地方公共団
体の権限の帰属は、地方制度基盤調整法（1985年 4 月 2 日法律第 7 号）（Ley 7/1985, de 





る。すなわち、一方で自治州の公共雇用サービス（Servicios Públicos de Empleo）
が、各種積極政策の活動と対策の実施において、地方団体との適切な協力メカニズ
ムを確立することができると期待され（雇用法 4 条 2 項）、他方で新たに自治州の専
門的な職務として、自治州内の制度に参加が可能な機関への参加を容易にする可能
性が考慮されている（雇用法 4 条 3 、 4 号）。地方自治体の役割は制度的な観点では
それほど大きくない。この背景には、自治州のイニシアティブの構成に付随させら
















（Planes Nacionales de Empleo）の中でその主導的役割を得ることと同じである。こう








（雇用法 4 条 4 項）10）。このサービスは、地方公共団体の協力が「自治州の範囲の制度
に参加が可能な機関へのその代表と参加を通じて、積極的雇用政策の地方協定の過














一方で、地方制度基盤調整法旧28条の内容の確認と、同法現行 7 条 4 項の要件の
廃止が重要である。これらの条項の廃止はすべて、地方行政の合理化及び持続可能
─ ─162
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性に関する法律（2013年12月27日法律第27号）（Ley 27/2013, de 27 de diciembre, de racio-































ではないけれども、25条 2 項 e 号が「社会的必要性の諸状況及び社会的排除の状況
及び危険に直面している人びとに対する緊急的対応に関する評価及び情報」につい















3 月 3 日判決第41号、官報（Boletín Oficial del Estado） 4 月 8 日）を出す以前は、同法
























































































1 ） CIS. Barómetro de octubre 2016, avance de resultados, ficha técnica, Estudio 
nº 3156, Octubre 2016. 
2 ） この意味で、注目に値する結果は、極めて類似した労働力人口の配置となっていて、







3 ） OLARTE ENCABO, S. “Políticas locales de empleo” en AA.VV. (Monereo Pérez, 
Fernández Bernat y López Insúa, direcc), Las Políticas Activas de Empleo: Configu︲
ración y Estudio de su Regulación Jurídica e Institucional, Thomson Reuters Aran-
zadi, 2016, pág. 269.
4 ） 全体的な研究のための文献として、Quesada Segura, R. “La dimensión local de la 
política de empleo” en AA.VV. (Monereo Pérez, Moreno Vida y Fernández Avilés, di-















6 ） Valdés Dal-Ré F., “Cooperación y coordinación entre los Servicios Públicos de Em-
pleo”, Relaciones Laborales, núm. 4, 2009, págs. 51 y ss. を参照。
7 ） Quesada Segura, R. Op. Cit. pág. 149.
8 ） Navarro Nieto, F. y Costa Reyes, A. “Introducción crítica al marco jurídico de las 
políticas de empleo en España”, Revista Doctrinal Aranzadi Social núm. 9/2013 parte 
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deración de Empresarios de Málaga：CEM）、マラガ大学（Universidad de Málaga：
UMA）、国立通信教育大学（Universidad Nacional de Educación a Distancia：UNED）
の協力で、マラガに所在する企業によって、当該県在住の大卒者の実習契約（contrata-






















（平成10年 ４ 月 1 日 制定）
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第 1条 本会の会計年度は、 ４月 1日に始まり、翌年の ３月３1日に終わる。
第 2条 本規約は、平成10年 ４ 月 1 日より実施する。
第 ３条 本会の会費は、つぎのとおりとする。
1 正会員 年額 6,000円
2 準会員 年額 6,000円
３ 学生会員 年額 1,000円（入学時に ４年分一括納入とする）
４ 卒業生会員 年額 1,000円
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